
- 1 - 

～経済・投資・開発～ 

 

 

３月の国内燃料供給備蓄、確保 

商工省は６日、３月の国内燃料供給は備蓄、生産、輸入によって基本的に確保されていると述べた。輸入・輸

送コストは上昇しているが、業者は精製石油製品の輸入を継続しており、ズンクアットとギソンの両製油所は通常

操業を維持。契約通りに燃料供給を続けているという。 

同省によると、中東情勢の悪化で国内石油市場は大きく変動している。５日の価格調整ではガソリンは１リットル

あたり約２０００ドン上昇し、２０２２年３月以来の高値となった。ハノイやホーチミン市などでは在庫切れの看板を設

置あるいは１回の給油量を制限するガソリンスタンドが出現している。 

これについて当局者は、世界的な原油価格上昇による値上がり懸念が主因だと指摘。市場を厳しく監視してお

り、各企業は 20 日分の備蓄を確保していると述べた。 

昨年ベトナムは約９９０万トンの石油精製品を輸入し、金額は６８億ドルを超えた。原油は１４１０万トン（７７億ドル

超）を輸入し、このうちクウェートからが約８０％を占めた。 

ズンクアット製油所を運営するビンソン精油石化（ＢＳＲ）は、原料不足リスクの軽減とエネルギー安全保障のた

めに輸出を制限して国産原油の使用を優先することを提案している。（ＶＮエクスプレス） 

 

中東地域へのツアー停止を要請＝国家観光局 

国家観光局は、外国旅行事業者に中東の紛争地域へのツアーを一時停止するよう要請した。特に、イランとイ

スラエルおよび近隣地域の不安定な情勢に積極対応するよう求めている。 

同局によると、同地域の紛争状況は市民や観光客の移動に重大な影響を及ぼしているため、事業者は状況を

常に監視し、外務省の勧告に従う必要がある。事業者は紛争地域へのツアー企画を中止するよう求められ、当該

地域に観光客が残っている場合はパートナー企業や現地のベトナム大使館と連携し、必要に応じて国民保護措

置を講じる必要がある。 

中東情勢の複雑化を受け、すでにベトナムの多くの旅行会社が新たな事態に対応できるよう２４時間体制をと

っている。（キンテーサイゴン電子版） 

 

今年の住宅供給、大幅改善見通し＝価格も落ち着く見込み 

建設省住宅不動産市場管理部のハー・クアン・フン次長は、４日に行われた記者会見で、一連の法的障壁の

撤廃で２０２６年の不動産市場は住宅供給が大幅に回復し、価格も落ち着くと見込まれると述べた。 

フン次長によると、近年の土地法、住宅法、不動産事業法などの改正により、多くの停滞していたプロジェクトが

再開し、行政手続きの簡素化も投資準備期間の短縮に寄与。今年の住宅供給量は増加し、特に法的手続きの

完了で着工可能となったプロジェクトからの供給が増えると見込まれる。 

フン氏はまた、市場の流動性は真の住宅ニーズと長期的な投資に結びついた真の回復に向かっていると指摘。

開発の優先分野は低所得者向け社会住宅、労働者向け住宅、手頃な価格の商業住宅だと述べた。 

ただ、住宅市場はマクロ経済、金利、コスト、行政計画の影響を受けるため、政策運営においては成長とリスク

管理のバランスを確保する必要があるとも指摘した。 
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さらに、購入者や投資家が法的な透明性、整備されたインフラ、信頼できる開発業者による物件を重視するよ

うになり、これが不動産市場の健全な発展の基盤となり、投機の抑制や持続的な成長につながるとの認識も示し

た。（ＶＮエクスプレス） 

 

国内線への燃油サーチャージ導入を提案＝民間航空局 

ベトナム民間航空局は、中東情勢の悪化でジェット燃料価格が急騰する中、燃料の価格変動に応じて調整で

きる「国内線への燃油特別付加運賃（燃油サーチャージ）の導入」を提案した。 

それによると、同局は①航空燃料に対する環境保護税を今年年５月末まで１００％免除②付加価値税（ＶＡＴ）

減税対象品目リストに航空燃料を追加し、現在の税率１０％から適切な水準に引き下げ－を提案。各航空会社が

運航活動を維持できるよう、必要に応じて国内線の上限価格の調整も検討するよう提案した。 

さらに同局は、タイや中国など現在燃料の輸出制限を実施している国とのハイレベルの作業メカニズム構築を

提言。これは、ベトナム企業が締結済みのジェット燃料購入契約の履行と将来の供給元確保を容易にするのが目

的だという。加えて、新型コロナウイル禍時と同様に、空港の離着陸料や航空管制料など、航空分野のいくつか

の料金の５０％引き下げ検討も提案した。（キンテーサイゴン電子版） 

 

今期の２桁成長維持に３８５兆ドンの投資必要 

財務省によると、今期（２０２６～３０年）に２桁成長を維持するには社会全体で約３８５兆ドンの投資が必要であり、

これは前期（２０２１～２５年）の２倍以上となる。 

同省金融機関局のタム次長は、１２日に開催された２桁成長目標達成のための効果的な資本動員に関するワ

ークショップで「マクロ経済の安定、インフレ抑制、公的債務の安全性の確保、主要な経済バランスの維持といっ

た目標を同時に達成しながら高い成長率を求めることは容易ではない」と述べた。 

同省の試算では今期に２桁成長を維持するには投資の対ＧＤＰ（国内総生産）比を前期の約３３％から今期は

約４０％に引き上げる必要がある。また、資本利用効率の向上も重要な要因となる。そのため、政府はＩＣＯＲ（限

界資本係数）を前期の平均約６．３から今期は約４．８に引き下げることを目指している。キンテーサイゴン電子版） 

 

カフェチェーン市場、２５年の市場規模１３億ドル超 

シンガポールのコンサルティング会社モメンタムワークスのリポートによると、ベトナムのカフェチェーンの市場規

模は東南アジアで３番目に大きく、２０２５年の市場規模は１３億ドル超だった。このうち、コーヒーチェーンの市場規

模が７億２５００万ドル、紅茶チェーンが６億１７００万ドルとなっている。 

ベトナムで最も店舗数の多いコーヒーチェーンはミラノコーヒーで、同社の発表によればベトナム全土で約２５００

店舗を展開している。２位はハイランズコーヒーで９８５店舗、以下はフックロン、スターバックス、カティナットが続く。

また、紅茶チェーンではトコトコが約１０００店舗で最多。次いでゴジアブラックティーが５００店舗で、ゴンチャ、コイ

テー、ザ・アレイ、タイガーシュガーなどがそれぞれ５０～７０店舗程度となっている。 

一方で、東南アジア地域で最大市場シェアを誇るミシュエとカフェアマゾンはいずれもベトナムでは厳しい競争

に直面し、ミシュエはベトナムでの事業規模を縮小。カフェアマゾンは進出からわずか５年後の２０２５年１１月にベ

トナムから撤退した。（ＶＮエクスプレス） 

 

 



 

- 3 - 

ベトナム・タイムズ 土曜増刊号 
  

ドローン製造企業１０社以上が技術者需要を増加 

ＦＰＴグループは７日、インド企業２社とともにベトナムで無人航空機（ドローン）分野を含む戦略的技術研修プロ

グラムを実施すると発表した。 

ＦＰＴ―ＵＡＶのブー・アイン・トゥ社長は、ベトナムでは現在１０社以上の国内企業が無人航空機の製造に参入

していると明かし、農業、物流、インフラ監視、工業など様々な分野で応用される無人航空機の分野は急成長し

ており、今後のエンジニアや技術専門職への需要増が見込まれる。 

ＦＰＴグループはインド企業２社と共同で、半導体チップ（ＡＩチップ）設計、人工知能アシスタント（ＡＩエージェン

ト）、データサイエンス、サイバーセキュリティ、無人航空機の五つの戦略的技術トレーニングプログラムを実施す

ることを予定している。（キンテーサイゴン電子版） 

 

～政治・政策～ 

 

ガソリンなど一部石油製品、輸入税０％に引き下げ 

ベトナム政府は９日、ガソリンなど一部の石油製品に対する輸入税率を０％に引き下げる政令７２号を公布し

た。 

中東情勢の悪化を受け、供給の増加と市場の安定を図るための措置で、ＲＯＮ９５などの無鉛ガソリン（現行税

率１０％）、軽油や航空燃料など（同７％）、ナフサやコンデンセートなど石油化学原料の一部（同２～３％）の輸入

税率が対象。適用期間は同日から４月３０日までで、延長が必要な場合は商工省が財務省に政府へ申し入れるよ

う提案する。 

現在、ベトナムが輸入するガソリンの多くは韓国と東南アジア諸国から来ており、自由貿易協定に基づき関税

率は０％。ただ、世界的な供給減の状況下で、これらの市場からの購入は厳しくなっている。 

財務省は、２０２５年の輸入実績に基づき、今回の関税率引き下げによる歳入減を約１兆０２４０億ドンと試算して

いる。 

また原油は、税関当局のデータによると、昨年ベトナムは１４１０万トン以上を輸入し、金額は７７億ドルを超えた。

ベトナムへの最大の原油供給国はクウェートで、全体の約８０％を占めた。（ＶＮエクスプレス） 

 

国会議員選挙、投票率９９．３８％＝ラオカイ省とフエ市は１００％ 

１５日、国会議員選挙の投票が行われた。国家選挙管理委員会は午後１０時、投票率が約９９．３８％だったと発

表した。多くの省・市で午前１１時までに投票率が７０％に到達し、ハティン省では９０％を超えた。午後８時には全

国の投票率は９９％を超え、ラオカイ省とフエ市では１００％に達した。 

同委によると、全国の有権者数は７６５１万６６３７人、投票者数は７６０４万３５２７人で、投票率は約９９．３８％。ラ

オカイ省は全国で最も早い午後５時４５分に全有権者が投票を完了した。同省には１００歳以上の有権者が１７３人

いたという。多くの地方で投票率９９％を超え、５０％を下回ったところはなかった。 

国家選挙管理委員会は、北部山岳地域は険しい地形にもかかわらず積極的な投票が行われたと報告した。同

委によると、選挙結果は２２日に発表される予定。 

今回の選挙では、全国１８２の選挙区で８６４人の立候補者から５００人を選出する。議員任期は５年。候補者の

うち女性は３９２人で、非党員も６５人が立候補している。（ＶＮエクスプレス） 



 

- 4 - 

ベトナム・タイムズ 土曜増刊号 
  

 

燃料の密輸取り締まりを強化 

ベトナム税関局は１０日、燃料の密輸や違法輸送への取り締まり強化を求める第１３５７３号公文書を発出したと

発表した。 

同局によると、近年の複雑な国際政治・安全保障情勢や最近の中東情勢の悪化で世界のエネルギー市場が

混乱し、燃料の供給と価格に影響。エネルギー安全保障が脅かされている。 

また、ベトナムの燃料価格が近隣諸国より低いため、ラオスとカンボジアの国境地帯に住む人々が国境を越え

てベトナムでガソリンを購入する状況が起きている。 

こうした事態を防ぐため、税関局は各地域の税関支局および密輸対策捜査支局に対し、積極的な取り締まりを

指示した。まずは、各部署は市場の状況、需給動向、価格（特に近隣諸国との価格差）の監視を強化し、ガソリン

の密輸や違法な輸送のリスクを迅速に把握。防止策を早急に策定する必要がある。内陸水路、陸上国境検問所、

海上での巡回、検査、捜査、取締りも強化しなければならない。（ＶＮエクスプレス） 

 

９９階建て超高層ビル、ホーチミン市が建設計画 

ホーチミン市は、トゥーティエム新都市区で高さ５００メートルの９９階建て超高層ビルの建設を計画している。実

現すれば、ベトナムで最も高いビルになると見込まれる。 

市人民委員会は、トゥーティエム新都市区における２０４０年までのトゥードゥック総合計画プロジェクトの一部改

定を承認する決定を発出し、アンカイン地区の人民委員会にトゥードゥック総合計画の実施計画策定を指示した。 

同地区は現在、トゥーティエム新都市区第 1 区の詳細計画（縮尺２０００分の１）の一部修正案について市民から

の意見を募っており、国際金融センター（ＶＩＦＣ）エリアの複数エリアで建築物の高さ制限を大幅に引き上げる提

案が関心を集めている。特に、９９階建ての超高層ビルを建設する案が注目されている。（キンテーサイゴン電子

版） 

 

 

             ～企業～ 

 

ＪＡＰＥＸ、ハイフォンでのＬＮＧ基地建設事業から撤退 

日本の石油資源開発（ＪＡＰＥＸ）は２日、ハイフォン市で計画していた液化天然ガス（ＬＮＧ）基地の建設事業

から撤退すると発表した。 

ＪＡＰＥＸは２０２２年１月、ホーチミン市に本社を置く関連会社ＩＴＥＣＯを通じて同プロジェクトの事業化検討を

開始したが、採算が見込めないと判断した。撤退に伴い、ＪＡＰＥＸは所有するすべてのＩＴＥＣＯ株式を事業パー

トナーに譲渡する。 

ＬＮＧ基地はハイフォン市のナムディンブー工業団地に建設する予定だった。年間最大６５万トンのＬＮＧの受

入・払出が可能な桟橋設備や５万立方メートルのＬＮＧ貯蔵タンクを建設し、ＬＮＧを調達、貯蔵、供給することを

計画。２２年１０月の株式取得以降、基地の基礎設計、潜在顧客の開拓、調達先の選定などを検討してきたが、

経済性の確保が困難だと判断した。 

ＪＡＰＥＸはベトナムにおける事業機会の追求を継続すると述べている。（キンテーサイゴン電子版） 
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再生エネ、３年で１００ＧＷ目標＝ビンエネルゴ 

複合企業ビングループ傘下の再生可能エネルギー発電会社ビンエネルゴは、欧州とアジアに重点を置いた１０

ＧＷ（ギガワット）のグローバル再エネ開発ポートフォリオを発表した。これを手始めに、今後３年以内に１００ＧＷの

発電容量達成を目指す。 

このうちの５０ＧＷは電力需要が急増していてクリーンエネルギーを奨励する明確な政策が存在する北米、北

欧、地中海、東南アジアで開発。それと同時に、中央アジアとアフリカへの展開も検討する。 

第１段階として、同社はすでに複数の海外パートナーと１０ＧＷのプロジェクト開発に関する協力協定を締結し

た。北欧ではグリーンゴーエナジー（ＧｒｅｅｎＧｏ Ｅｎｅｒｇｙ）と提携し、デンマークとスウェーデンで２ＧＷの再エネ

事業を開発。長期的に６．２ＧＷを目指す。アジアでは、フィリピンでＮＫＳリニューアブル社などと共同でルソン島

やミンダナオ島などで計３．８ＧＷの太陽光発電事業を展開する。 

これらのプロジェクトにおいて、ビンエネルゴは８０％以上の所有権を有し、建設と運営を直接担う。既に、２０２６

年初めから複数のプロジェクトが開始されており、２７～２８年の稼働が見込まれている。（トイチェ電子版） 

 

電動バイク生産工場、ハティン省に建設―ビンファスト 

ビングループ傘下の自動車会社ビンファストがハティン省のブンアン経済区に年産能力２００万台の電動バイ

ク・自転車生産工場を建設する。省経済区管理委員会が２月２８日、同プロジェクトの投資登録証明書交付文書

に署名した。 

プロジェクトの総投資額は１３兆２５４０億ドン。６４ヘクタール超の敷地に電動バイクと電動自転車を生産するた

めの工場と関連施設を建設する。 

計画ではプロジェクトは２期で実施する。１期（２０２６年）の年間生産能力は１００万台で、２期（２６年末からの予

定）で２００万台に引き上げる。 

工場の建設は２６年第１四半期（１～３月）に完了し、第２四半期（４～６月）から生産を開始する予定。 

ビンファストは２０２５年の電動バイク販売台数が４０万６４５３台で前年比５．７倍増の驚異的な伸びを記録した。

（ＶＮエクスプレス） 

 

ハイフォンＬＮＧ発電プロジェクト、米ＧＥベルノバと協力＝ビンエネルゴ 

複合企業ビングループ傘下のエネルギー子会社ビンエネルゴはこのほど、米国のエネルギー機器製造・サービ

ス大手ＧＥベルノバと、ハイフォンＬＮＧ発電プロジェクト向け技術選定契約を締結した。 

それによると、ＧＥベルノバはフェーズ１（発電容量１６００ＭＷ）で９ＨＡ．０２ガスタービン２基とＨ７８発電機２台を

供給し、２０３０年末までの稼働を目指す。 

ビンエネルゴのグエン・アイン・コア社長は、ＧＥベルノバの最先端技術を導入することでハイフォンＬＮＧ発電

所の最適な運用効率を実現でき、二酸化炭素の排出削減と持続可能なグリーンエネルギー・産業エコシステム

構築の先駆者になるという強いコミットメントを改めて表明すると述べた。（ＶＮエクスプレス） 

 

大規模な乳製品・飲料工場を建設＝ＴＨグループ 

乳業大手ＴＨグループは９日、ホーチミン市ビンズオン地区のソンタン第３工業団地で乳製品・飲料生産施設

の建設を開始した。 
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総投資額は６兆ドン超、敷地面積は約１０ヘクタール、工場の年産能力は約１００万トンで、同社はベトナム最大

級のクリーン乳製品・飲料・食品加工複合施設になると説明している。 

同プロジェクトは、ホーチミン市が推進するグリーン経済と循環型経済の発展戦略にも合致している。 

同社によると、この生産施設には無菌充填技術を含む２０の自動化生産ラインが導入され、防腐剤を使用せず

に製品を保存することが可能。稼働すれば、同社にとって南部地域初の乳製品・飲料・食品加工工場となり、巨

大な消費市場である同地域への安全な食品の供給確保に寄与すると期待されている。（キンテーサイゴン電子

版） 

 

ディエンマイサイン、年内にＩＰＯ 

デジタル機器販売最大手テーゾイ・ジードン投資（モバイル・ワールド・インベストメント）傘下で家電量販店「ディ

エンマイサイン」を展開するディエンマイサイン投資は、年次株主総会で２０２６年事業計画と年内の新規株式公

開（ＩＰＯ）計画を承認した。 

事業計画では、２０２６年の売上高目標を前年比１１．９％増の１２２兆５０００億ドン、税引き後利益は同２６．７％

増の７兆３５００億ドンに設定。２７年は売上高が前年比１０．２％増の１３５兆ドン、税引き後利益は同１５．３％増の８

兆４７２０億ドンと見込んだ。 

ＩＰＯについては、発行済み株式総数の１６．３％に相当する１億７９５０万０４００株を売り出す。発行価格は取締

役会が決定するが、２５年監査済み財務諸表に記載された簿価（１株当たり１万６１６３ドン）を下回ることはない。Ｉ

ＰＯは国家証券委員会の承認後、２６年中に実施。調達した資金は金融機関に対する短期借入金の返済に充当

される。 

ＩＰＯにより、資本金は１１兆０１２８億ドンから１２兆８０７８億ドンに増加する見込み。さらに、株主総会では全株式

をベトナム証券保管振替機構（ＶＤＳＣ）に一括登録し、ホーチミン証券取引所（ＨｏＳＥ）に上場することも承認。上

場要件を満たさない場合は未上場公開株取引市場のＵＰＣｏＭに上場登録する。（ダウトゥ電子版） 

 

コンビニ「ＧＳ２５」、ハノイで店舗急拡大 

韓国系コンビニエンスストアチェーンのＧＳ２５がベトナムで急速に店舗を拡大している。昨年３月に首都ハノイ

の中心部に６店舗を同時に開業。この６店舗は、それまで南部地域で事業拡大してきた同社にとって「北部進出」

の象徴となった。 

ハノイでの店舗数はこの１年で５０店舗に拡大した。店舗の多くはオフィスビル内や学校の近くにあり、会社員や

学生などの若者層が立ち寄りやすくなっている。店内には、手軽に食事や買い物を楽しみたいというニーズに応

えるベトナムの定番料理のほか、輸入商品や韓国料理も積極的に取り入れ、韓国文化への関心の高まりにも応え

ている。また、オリジナルキャラクター「ＭＯＯＭＯＯｓｓｉ（ムムッシ）」の展開がＺ世代へのアプローチ戦略を象徴し

ている。 

現在、ＧＳ２５ベトナムはハノイ進出１周年の記念プロモーションを実施している。例えば、おにぎりは１個１万１００

０ドンの均一価格で提供している。（ＶＮエクスプレス） 
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～社会～ 

 

中東向け航空便の欠航で４４００人以上に影響 

ベトナム民間航空局は、米国とイスラエルによるイラン攻撃を受けた中東各国の空域閉鎖でカタール航空、エ

ミレーツ航空、エティハド航空の運航に支障が生じ、ベトナムで４４００人以上に影響が出ていると報告した。 

カタール航空は、攻撃のあった２月２８日から３月２日までの間にハノイで５便、ホーチミン市で４便の運航を取り

やめ、計２５５７人が影響を受けた。同社は空港にサポートカウンターを開設し、乗客に直接説明するとともに、規

定に沿って航空券の交換や払い戻しを行った。 

エミレーツ航空はホーチミン市で３便、ハノイで２便、ダナンで１便が欠航となり、計１８８１人に影響。エティハド

航空も一時的な運休を決め、航空券の無償変更または全額払い戻しを行うとした。（キンテーサイゴン電子版） 

 

 

～外交・ODA 関係～ 

 

日本に備蓄石油の提供を要請 

ファム・ミン・チン首相は１７日、日本の伊藤直樹駐ベトナム大使と会談し、日本で備蓄されている石油の一部を

ベトナムが利用できるよう支援を要請した。高市早苗首相に支援を求める書簡を送ったことも明らかにした。 

会談でチン首相は、中東情勢の悪化とホルムズ海峡を航行するリスクがベトナムや日本を含むアジアへの原

油供給網に影響を与えていると指摘した。また、ギソン製油所事業の財務再構築と供給網の促進を要請。それ

により、エネルギー安全保障の確保と同事業に参加する両国企業への影響を最小限に抑えられると述べた。 

さらに、チン首相は航空燃料の確保が困難になっているとして、日本の備蓄をベトナムが購入できるための条

件作りを要請した。（ＶＮエクスプレス） 

 

 

～統計・数字～ 

 

２月の新車販売、前年同月比１０．８％減 

ベトナム自動車工業会（ＶＡＭＡ）が１０日に発表したデータによると、加盟各社の２月の新車販売台数は前年

同月比１０．８％減の１万９２７８台だった。前月比では４８％の大幅減で、テト（旧正月）の長期休暇が大きく影響し

たとみられる。 

このうち、乗用車が前月比５３％減の１万２３７６台、商用車が同３７％減の６５４２台、特殊車両が同２２％減の３６０

台。また、国産車は同４９％減の９２２０台、輸入車は４７％減の１万００５８台だった。 

１～２月の累計では前年同期比３９％増の４万６１５３台と引き続き伸びを維持した。ハイブリッド車が同１９％増の

１９８２台と燃費が良く環境にも優しい車への明確なトレンドが示された。 

ただ、これには販売実績を公表していないアウディやＢＹＤなどいくつかのブランドのデータは含まれておらず、
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市場全体を完全に反映しているわけではない。 

VAMA は、２月は季節的な要因で販売が減少したものの、経済回復、旅行需要の増加、近く予定されている多

くの新モデル発売により、2026 年のベトナム自動車市場は依然として明るいと見ている。（キンテーサイゴン電子

版） 

 

日本向け青果輸出、２５年に約２．４億ドル 

関税当局の最新データによると、２０２５年のベトナムから日本への青果輸出額は前年比１７．９７％増の２億３７８

０万ドルだった。最も人気が高いのはキクで４３６０万ドル（前年比１８．３４％増）。次がバナナの４２６０万ドル（同３３．

４７％増）で、２１年に比べると３倍に増えた。３番目はサツマイモで２５３０万ドル（１０．６５％増）。この３品目で全体

の約４７％を占めた。 

また、これら主力品以外にもナス、マンゴー、緑豆、アセロラチェリー、パイナップル、ライチ、ココナッツなど、小

規模だが多くの品目が大きく伸びた。一方でヤムイモ、ジャガイモ、トウモロコシ、唐辛子、ドラゴンフルーツ、ショ

ウガは前年より減少した。 

ベトナム青果協会によると、日本は食品の安全性、トレーサビリティ、包装に高い基準が設けられているが、安

定した購買力があり、基準を満たす製品には高い価格を支払う用意がある。これら３品目が農産物輸出額全体

の半分近くを占めていることは、日本市場がトロピカルフルーツ以外にも野菜や生花に強い需要があることを示し

ており、ベトナムにとっての機会になると期待されている。（ＶＮエクスプレス） 

 

世界最高の都市５０選、ハノイとホーチミン市が選出 

英誌タイムアウトがランキング形式で発表した「世界最高の都市５０選（２０２６年版）」でベトナムのハノイが２５位、

ホーチミン市が３８位に選出された。 

このランキングは、世界１５０都市の２万４０００人以上を対象に食や文化、エンターテインメントなどについて調査

した結果と１００人以上の都市専門家や地元記者らの意見を基に作成された。１位はオーストラリアのメルボルン、

２位は中国・上海、３位は英エディンバラだった。 

同誌は、ハノイの魅力を伝統と現代生活の融合、ホーチミン市は大規模で活気ある都市でユネスコから東南ア

ジアで初めて「映画分野の創造都市」に認定されたと説明した。（キンテーサイゴン電子版） 

 

世界で最も美しい都市５０選、ハノイがランクイン＝米誌 

米旅行誌「コンデナスト・トラベラー」がこのほど発表した「世界で最も美しい５０都市」のリストにベトナムの首都

ハノイが選出された。 

コンデナスト・トラベラーによると、ハノイの魅力は高層ビルや近代的な大通りではなく、街の中心部にある湖、

旧市街の茶色の瓦屋根、フランス風の鉄製バルコニー、マホガニーの古木など、幾重にも重なる文化遺産が街の

美しさを創出していることだと説明。東洋と西洋が融合した建築、古代と現代が融合した生活スタイル、豊かな屋

台文化も、ハノイを外国人観光客にとって特別なものにしている要因だと指摘した。 

ハノイは先に、トリップアドバイザーが発表した「ベストデスティネーション」で複数のカテゴリーで上位にランクイ

ン。英タイムアウト誌はハノイをアジアで最も美しい秋の旅行先トップ７に選出している。 

ハノイ市観光局によると、２０２６年２月にハノイを訪れた外国人観光客は前年同月比１６．２％増の６８万０８００人、

国内観光客は同３２．３％増の約２５０万人で、観光収入は２４．８％増の１２兆３９００億ドンだった。（キンテーサイゴ
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ン電子版） 

 

 

～事件・出来事～ 

 

日本人を含む詐欺集団、ハノイで摘発 

ハノイ警察は３日、中国人３人と日本人４人の計７人からなる外国人詐欺グループを摘発したと発表した。日本

の警察官や検察官、裁判所職員を装い、昨年８月からこれまでに、日本に居住する日本人から約１１０億ドンを騙

し取ったと見られている。 

入国管理局が２月２８日、カウザイ地区のマンションとシプチャ都市区にあった拠点を一斉捜査し、７人を拘束。

中国人の１人がリーダーと特定された。 

現場では、携帯電話６５台、タブレット端末１９台、ノートパソコン３台、トランシーバー１２台の他、日本の警察官

の制服４着が押収された。 

この事件を通じて、ハノイ警察は外国人による違法行為が複雑化・組織化しているとの見方を示した。（ＶＮエ

クスプレス） 

 

 


